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【テーマⅠ】

子供を産み育てやすい社会

に資する税制等の在り方



日本の総人口及び人口構造の推移と見通し

注 内閣官房「こども未来戦略会議（第２回）」（令和５年４月27日）参考資料 １



注 東京都政策企画局「『未来の東京』戦略 version up 2023 」 （令和５年１月）附属資料

東京の総人口及び人口構造の推移と見通し

■ 東京都人口は、2030年の1,424万人をピークに減少に転じ、2065年には2020年比で約１割減少し、1,228万人となる見込みである。

■ 年少人口（15歳未満）・生産年齢人口（15ｰ64歳）については、2065年には2020年に比べ、年少人口は23.2％、生産年齢人口は

19.0％減少する見込み。

２



全国と東京の合計特殊出生率の推移

■ 東京都の合計特殊出生率は、2021年に1.08まで低下しており、都道府県別では全国最低。

■ 全国の合計特殊出生率をみても2021年は1.30と低い水準。

３注 東京都政策企画局「『未来の東京』戦略 version up 2023 」 （令和５年１月）附属資料



論点
望む人誰もが子供を産み育てやすい社会を構築するために、
ふさわしい税・社会保障の在り方はどうあるべきか。

「子供を産み育てやすい社会に資する税制等の在り方」に関する論点及び検討項目

・所得控除から税額控除、給付付き税額控除へ

・給付（児童手当等）か税制措置か

・課税単位（N分N乗等）の在り方

・家事育児サービス費用に関する所得控除・税額控除について

・相続税、贈与税における次世代への財産移転について

・税、社会保障における対策

＜検討項目＞

税・社会保障を活用した少子化対策

４



注 東京都子供政策連携室「東京都の少子化対策の現在」（令和５年１月）

少子化の現状と要因

５



平均理想子ども数と平均予定子ども数の推移

注 国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査」 （令和４年９月）

■ 平均理想子ども数は、ここ数回、調査ごとに減少。

■ 平均理想子ども数の減少により、平均理想子ども数と平均予定子ども数の差は縮まっているものの、依然としてギャップが残る。

６



妻の年齢別にみた、理想の子ども数を持たない理由

注 国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査」 （令和４年９月）

■ 妻の年齢が35歳未満の場合、理想の数の子どもを持たない理由として、調査対象夫婦の75%が「子育てや教育にお金がかかり

すぎるから」と回答しており、高い水準で推移している。また、35歳以上の場合でも同理由が上位に位置している。

７



国におけるこれまでのこども・子育て政策検討の動き

第二百十一回国会における岸田内閣総理大臣施政方針演説（令和５年１月２３日）

・急速に進展する少子化により、昨年の出生数は八十万人を割り込むと見込まれ、我が国は、社会機能を維持でき
るかどうかの瀬戸際と呼ぶべき状況に置かれています。こども・子育て政策への対応は、待ったなしの先送りの
許されない課題です。

・こどもファーストの経済社会を作り上げ、出生率を反転させなければなりません。
・こども政策担当大臣に指示した、三つの基本的方向性に沿って、こども・子育て政策の強化に向けた具体策の検

討を進めていきます。高等教育の負担軽減に向けた出世払い型の奨学金制度の導入にも取り組みます。
・検討に当たって、何よりも優先されるべきは、当事者の声です。まずは、私自身、全国各地で、こども・子育て

の「当事者」である、お父さん、お母さん、子育てサービスの現場の方、若い世代の方々の意見を徹底的にお伺
いするところから始めます。年齢・性別を問わず、皆が参加する、従来とは次元の異なる少子化対策を実現した
いと思います。

・そして、本年四月に発足するこども家庭庁の下で、今の社会において、必要とされるこども・子育て政策を体系
的に取りまとめつつ、六月の骨太方針までに、将来的なこども・子育て予算倍増に向けた大枠を提示します。

こども・子育て支援加速化プラン（令和５年３月）

▶ ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化

▶ 全てのこども・子育て世帯を対象とするサービスの拡充

▶ 共働き・共育ての推進

令和６年度～令和８年度を「集中取組期間」と位置づけ

こども未来戦略会議（令和５年４月～）

▶ こども・子育て政策の強化について、

具体的な施策の内容、予算、財源の

在り方について検討

▶ ６月の骨太の方針までに将来的な

こども・子育て予算の倍増の大枠を

示していく
８



国におけるこども・子育て政策の主な施策

注 内閣官房「こども未来戦略会議（第３回）」（令和５年５月17日）事務局提出資料 ９



都における子供・子育て政策の主な施策

注 東京都子供政策連携室「東京都の少子化対策の現在」 （令和５年１月） 10



平成16年度東京都税制調査会答申

少子化対策としての新たな税額控除の創設等

・少子化対策を税制に組み込むことは、今後のあるべき税制にとって重要な課題である。

・現在、扶養親族の多寡等の納税者個人の事情は、所得控除により税負担の調整を図ることとされてい
る。しかし、この所得控除は、総所得金額等から当該所得控除の額を差し引くことになるため、高い
税率が適用される高額所得者ほど税負担の軽減効果が大きくなる仕組みとなっている。

・一方、税額控除は、所得の多寡にかかわらず一定の税額しか控除しないため、高額所得者も低所得者
も所得税・住民税を納税している限り、同じ税額を控除することとなる。この点において、税額控除
は、所得控除と比較すれば、より公平な控除制度である。このため、今後、少子化対策として新たな
控除制度（例えば、児童扶養控除）を創設する場合には、税額控除として創設することが適当である。

・もっとも、税額控除も公平性の観点から必ずしも問題なしとしない。すなわち、この税額控除は、所
得税・住民税の納税額がある者しか適用がないことから、納税額のない課税最低限以下の所得しかな
い者にとっては、何ら軽減を受けることはない。このため、このような者に対する配慮を行うとすれ
ば、所得税や個人住民税の税額控除に代えて、児童手当の拡充などによる現金給付で代替することも
検討されるべきであろう。

・今後、少子化対策を個人所得課税に組み込むことを検討する場合には、所得控除、税額控除、現金給
付等の長所・短所を見極めつつ、その適切な組合せを行うことも含めて、検討されるべきである。

11



平成23年度東京都税制調査会答申

給付付き税額控除の導入

・所得税においては、給付付き税額控除の導入も課題となっている。現在の配偶者控除、扶養控除等の所得控除は、所得
を超えて適用することができないため、低所得者は本来適用されるべき所得控除を全て使いきれない場合がある。また、
累進税率の下では高い税率が適用される高所得者ほど税負担の軽減効果が大きいなど、高所得者に有利な仕組みになっ
ている 。

・給付付き税額控除は、控除額を税額から差し引くことで低所得者ほど軽減効果が大きくなるようにするとともに、税額
を超える控除を認め、その差額を支給することで課税対象外の者等にも控除の効果を及ぼすものである 。

・給付付き税額控除は、税制と歳出である給付を一体的に取り扱うことで、効率的・効果的な財政運営が期待できるとさ
れており、アメリカやイギリスでは特に子育て支援や就労促進等に主眼を置いて導入されている。また、カナダにおい
てはそれらに加えて、消費税の逆進性緩和策としても導入され、必要最小限の消費支出に係る消費税額相当分が納税額
よりも大きい場合、給付を行う仕組みになっている。

・我が国においても、所得格差の拡大に対する税制面からの対応策として、積極的にその導入を検討すべきである。

・また、その際、特に人口減少社会へと突入した我が国においては、例えば、基礎的な人的控除を所得控除から税額控除
に変更するとともに、子どもがいる世帯に対しては給付も行うこととするなど、少子化対策に主眼を置いた仕組みとす
ることも考えられる。

・一方、給付付き税額控除を導入する際の前提として、世帯単位で所得を総合的に捕捉し、適切な執行を担保するための
納税者番号制度の導入が必要となる。また、アメリカでは不正受給が全体の３割に達すると言われており、確定申告者
の大幅な増加に伴う事務負担の増加など、執行体制の整備も大きな課題である。
さらに、税額控除の実施による減収分をどのような形で補うかという問題もある。諸外国の例も参考にしながら、社会
保障制度のあり方と合わせた総合的な制度設計のほか、執行面も含めた実現可能な仕組みの検討が必要である。

12



所得税・住民税の人的控除の概要

注 内閣府「第19回税制調査会」 （令和４年10月18日）財務省説明資料 13



その他の所得控除制度の概要

注 内閣府「第19回税制調査会」 （令和４年10月18日）財務省説明資料 14



主要国別課税単位の概要

注 財務省ホームページ「主要国における配偶者の存在を考慮した税制上の仕組み等の概要」 15



N分N乗方式の概要

注 内閣府「第２回 選択する未来2.0」（令和２年３月27日）参考資料 16



贈与税の課税方式（暦年課税と相続時精算課税）

注 財務省ホームページ「贈与税の概要」 17



主要国における贈与税の概要

注 内閣府「第18回税制調査会」（ 平成30年10月17日）財務省説明資料 18



結婚・子育て資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税制度

注 国税庁ホームページ「父母などから結婚・子育て資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税制度のあらまし」

【制度導入の背景】
■ 将来の経済的不安が若年層に結婚・出産を躊躇させる大きな要因の一つとなっていることを踏まえ、両親や祖父母の資産を

早期に移転することを通じて、子や孫の結婚・出産・子育てを支援するため、本制度を創設するものである。

19



教育資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税制度

注 国税庁ホームページ「祖父母などから教育資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税制度のあらまし」

【制度導入の背景】
■ 扶養義務者間（親子間等）で必要の都度支払われる教育資金は贈与税非課税であるが、教育については将来にわたり多額の

資金が必要であり，「一括贈与」のニーズも高い。
高齢者世代の保有する資産の若い世代への移転を促進することにより，子供の教育資金の早期確保を進め，多様で層の厚い
人材育成に資するとともに，教育費の確保に苦心する子育て世代を支援し，経済活性化に寄与することを期待するものである。

20



家族関係支出の現状（支出の日本における推移と国際比較）

注 内閣官房「こども未来戦略会議（第３回）」（令和５年５月17日）事務局提出資料 21



家族関係支出の現状（現金給付と現物給付の日本における推移と国際比較）

注 内閣官房「こども未来戦略会議（第３回）」 （令和５年５月17日）事務局提出資料から作成 22

（対GDP比）



児童手当制度（令和４年度）

注 内閣府ホームページ「児童手当制度の概要」 23



児童手当・扶養控除の変遷（１）

24注 内閣官房「こども未来戦略会議（第３回）」 （令和５年５月17日）内閣府特命担当大臣提出資料



児童手当・扶養控除の変遷（２）

注 首相官邸「第７回 産業競争力会議雇用・人材分科会」（平成26年３月14日）財務省提出資料

■ 平成22年度改正により、「所得控除から手当へ」等の観点から、子ども手当の創設とあいまって、年少扶養親族（～15歳）に

対する扶養控除を廃止。

■ また、高校の実質無償化に伴い、16～18歳までの特定扶養親族に対する扶養控除の上乗せ部分を廃止。

25



主要国の児童手当、税制による子育て支援の比較（１）

26注 内閣府「第２回 選択する未来2.0」（令和２年３月27日）参考資料



主要国の児童手当、税制による子育て支援の比較（２）

27注 内閣府「第２回 選択する未来2.0」（令和２年３月27日）参考資料



28

「子供を産み育てやすい社会に資する税制等の在り方」に関する検討項目

・社会保険料等の見直し

・税制の見直し（負担・諸控除等）

・社会保障等の歳出の見直し

＜検討項目＞

財源の確保に関する検討



国民負担率の国際比較

注 財務省ホームページ「国民負担率の国際比較」から作成 29



社会保障の給付と負担（2023年度予算ベース）

注 厚生労働省ホームページ「社会保障の給付と負担の現状」 30



社会保障給付費の推移

注 厚生労働省ホームページ「社会保障の『給付』 」 31



国におけるこども・子育て予算の財源確保の取組

注 内閣官房「こども未来戦略会議（第４回）」 （令和５年５月22日）事務局提出資料 32



社会保障４経費における「子ども・子育て支援経費」の内訳推移

注 財務省ホームページ「『社会保障・税一体改革による社会保障の安定財源確保』の推移」

■ 平成26年度と令和５年度を比較すると、消費税収（国分）は6.9兆円増加しており、社会保障４経費は5.8兆円増加している。

■ 社会保障４経費をみると、年金 2.3兆円、医療 1.3兆円、介護 0.9兆円、子ども・子育て支援 1.2兆円の増加となっている。

33



子ども・子育て拠出金について

注 内閣官房「こども未来戦略会議（第４回）」 （令和５年５月22日）事務局提出資料 34



国における社会保障分野（医療・介護）における歳出改革等に関するこれまでの取組

35注 内閣官房「こども未来戦略会議（第４回）」 （令和５年５月22日）事務局提出資料



国における社会保障分野（医療・介護）における歳出改革等に関する今後の取組

36注 内閣官房「こども未来戦略会議（第４回）」 （令和５年５月22日）事務局提出資料



「安定的な財源の確保」（「こども未来戦略方針」）

注 内閣官房「こども未来戦略方針」 （令和５年６月13日）から作成

こども・子育て政策の全体像と費用負担の見える化

▶ こども・子育て支援のための新たな特別会計（いわゆる「こども金庫」）を創設。

財源の基本骨格

▶ 「加速化プラン」の実施が完了する 2028 年度までに安定財源を確保。

▶ 徹底した歳出改革等により財源を確保。

▶ 構造的賃上げと官民連携による投資活性化に向けた取組を先行。

▶ 企業を含め社会・経済の参加者全員が連帯し、公平な立場で、広く負担していく新たな枠組み

（「支援金制度（仮称）」）の構築。

▶ 消費税などこども・子育て関連予算充実のための財源確保を目的とした増税は行わない。

▶ 2028 年度までに財源不足が生じないよう、こども特例公債（こども金庫が発行する特会債）を発行。

▶ 上記の安定財源とは別に、授業料後払い制度（仮称）の導入に関して、学生等の納付金により償還が

見込まれること等を踏まえ HECS 債（仮称）による資金調達手法を導入する。

必要な制度改正のための所要の法案を 2024 年通常国会に提出。

37

Ⅲ－２．「加速化プラン」を支える安定的な財源の確保



【テーマⅡ】

女性が活躍しやすい社会

に資する税制等の在り方



注 内閣官房・内閣府男女共同参画局「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2022（女性版骨太の方針 2022）」（令和４年６月３日）

Ⅰ 女性の経済的自立

Ⅱ 女性が尊厳と誇りを持って生きられる社会の実現

Ⅲ 男性の家庭・地域社会における活躍

Ⅳ 女性の登用目標達成（第５次男女共同参画基本計画の着実な実行）

Ⅰ （４）女性の視点も踏まえた社会保障制度・税制等の検討

我が国の社会保障制度・税制は昭和時代に形作られたが、令和の時代を迎え、女性の人生や家族の姿は

多様化している。離婚件数が増加し、未婚率も上昇した結果、昭和の時代には９割が50歳時点で配偶者が

いたが、令和の時代には３割が配偶者がいない状態となっている。単独世帯及びひとり親世帯の割合も上

昇し、昭和の時代に比べて2.5倍、全体に占める割合も約半分となった。一方で、現在の制度は、配偶状況

によって取扱いを変えるため、本人の就労だけではなく配偶状況によって格差が生じており、有配偶の非

正規雇用女性は未だに４割程度が就業調整を選択している。また、離婚した女性の年金額は低い傾向にあ

る。さらに、夫の所得が高くなるほど妻の有業率が低く、いわゆる専業主婦が多い傾向にある。このよう

な状況を踏まえ、

①現行の制度は就業調整を選択する人を増やしているのではないか。

②配偶者の経済力に依存しやすい制度は、男女間賃金格差も相まって、女性の経済的困窮に陥るリスクを

高める結果となっているのではないか。

③現行の制度は分配の観点から公平な仕組みとなっていないのではないか。

という主に３つの観点から、社会保障制度や税制等について検討を行う。

女性活躍をめぐる国の方針
「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2022（女性版骨太の方針 2022）」
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注 内閣官房・内閣府男女共同参画局「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2023（女性版骨太の方針 2023）」 概要（令和５年６月13日）

女性活躍をめぐる国の方針
「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2023 （女性版骨太の方針 2023 ）」概要①
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注 内閣官房・内閣府男女共同参画局「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2023（女性版骨太の方針 2023）」 概要（令和５年６月13日）

女性活躍をめぐる国の方針
「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2023 （女性版骨太の方針 2023 ）」概要②
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注 内閣官房・内閣府男女共同参画局「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2023（女性版骨太の方針 2023）」 概要（令和５年６月13日）

女性活躍をめぐる国の方針
「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2023 （女性版骨太の方針 2023 ）」概要③
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女性活躍をめぐる都の方針

42注 東京都政策企画局「『未来の東京』戦略 version up 2023」 （令和５年１月）



・社会保険及び税における「年収の壁」と就業調整

・配偶者控除の在り方

・女性のキャリア形成と税制・社会保障制度

論点
女性が活躍しやすい社会の実現に向け、生き方の選択に対して
中立的な税制はどうあるべきか。

43

「女性が活躍しやすい社会に資する税制等の在り方」に関する論点及び検討項目

＜検討項目＞



注 内閣府男女共同参画局「男女共同参画白書 令和４年版」（令和４年６月14日）

「年収の壁」関連制度の変遷

44



注 内閣府男女共同参画局「計画実行・監視専門調査会（第20回）」（令和４年12月22日）内閣府説明資料

「年収の壁」の概要
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注 内閣府男女共同参画局「男女共同参画白書 令和4年版」（令和４年６月14日）資料

就業調整をしている非正規雇用女性の数・割合

■ 有配偶の非正規雇用女性は未だに４割程度が就業調整を選択しており、所得が50万～99万円及び100～149万円の階層に

おいては、５割超が就業調整を選択している。
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注 東京都産業労働局「パートタイマーに関する実態調査」（令和４年３月）

■ 都内のパートタイマーに向けた調査では、パートタイマーを選んだ理由として、「自分の都合のよい日や時間に働きたいか

ら」（45.3％）が最も多く、次いで、「家族・家庭の事情による」（33.5％）、「配偶者等の扶養の範囲内で働きたいから」

（19.4%）等となっている。

■ 正社員への転換については、約６割（57.9％）が「希望しない」と回答。

47

都内パートタイマーの働き方への意識



注 東京都産業労働局「パートタイマーに関する実態調査」（令和４年３月)

都内パートタイマーの就業調整の状況

■ 都内のパートタイマーに向けた調査では、24.9%が「年収額調整のための就労時間の調整をしている」と回答。

48

■ 非課税限度額等のなかで最も重視しているものとして、「社会保険で被扶養者や第３号被保険者となる限度」（39.6%）が最も

多く、次いで「所得税の非課税限度額」(24.5%）となっている。



注 総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」（令和５年２月）から作成

非正規雇用の女性が現職の雇用形態を選択している理由

■ 総数では、「自分の都合のよい時間に働きたいから」（34.5％）が最も高く、次いで「家計の補助・学費等を得たいから」

（22.1%）となっている。

49

■ 年齢別では、25～34歳では「正規の職員・従業員の仕事がないから」、35～44歳では「家事・育児・介護等と両立しやすいか

ら」が他の年齢層に比べて割合が大きくなっている。
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注 こども政策担当大臣「こども・子育て政策の強化について（試案）～次元の異なる少子化対策の実現に向けて～」（令和５年３月31日）

Ⅱ 基本理念

１．若い世代の所得を増やす

〇第一に、若い世代が「人生のラッシュアワー」と言われる学びや就職・結婚・出

産・子育てなど様々なライフイベントが重なる時期において、現在の所得や将来の見通

しを持てるようにすること、すなわち「若い世代の所得を増やす」ことが必要である。

〇このため、こども・子育て政策の範疇を超えた大きな社会経済政策として、最重要

課題である「賃上げ」に取り組む。また、賃上げが持続的・構造的なものとなるよう、

Ｌ字カーブの解消などを含め、男女ともに働きやすい環境の整備、希望する非正規雇用

の方々の正規化を進める。

〇こうした施策を支える基盤として、多様な働き方を効果的に支える雇用のセーフ

ティネットを構築するため、週所定労働時間20時間未満の労働者に対する雇用保険の適

用拡大について検討する。さらに、リスキリングによる能力向上支援、日本型の職務給

の確立、成長分野への円滑な労働移動を進めるという三位一体の労働市場改革を加速す

る。

〇その際、いわゆる106万円・130万円の壁を意識せずに働くことが可能となるよう、

短時間労働者への被用者保険の適用拡大、最低賃金の引上げに取り組む。さらに、106

万円・130万円の壁について、被用者が新たに106万円の壁を超えても手取りの逆転を生

じさせない取組の支援などを導入し、さらに制度の見直しに取り組む。

「こども・子育て政策の強化について（試案）～次元の異なる少子化対策の実現に向けて～」

50

（令和5年3月31日付こども政策担当大臣）



注 内閣府「第19回税制調査会」（令和２年10月18日）財務省説明資料

配偶者控除・配偶者特別控除の見直し①
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注 内閣府「第19回税制調査会」（令和２年10月18日）財務省説明資料

配偶者控除・配偶者特別控除の見直し②

52



注 内閣府「第19回税制調査会」（令和２年10月18日）財務省説明資料、内閣府男女共同参画局「男女共同参画白書 令和４年版」（令和４年６月14日）から作成。

民間における家族手当の支給状況

■ 家族手当を支給している企業は減少傾向にあるが、令和３年度時点で約４分の３（74.1％）が家族手当を支給しており、

さらにそのうち約４分の３（74.5％）が配偶者に家族手当を支給している。

■ 配偶者に家族手当を支給している企業のうち、配偶者の収入による制限がある企業の多くが、103万円又は130万円といった、

いわゆる「年収の壁」と連動した収入制限を設けている。

53



注 内閣府税制調査会「働き方の選択に対して中立的な税制の構築をはじめとする個人所得課税改革に関する論点整理（第一次レポート）」（平成26年11月7日）

２．配偶者控除に関する問題点の指摘

現行の配偶者控除については、以下の指摘がなされており、そのあり方についての見直しが必要と考えられる。

・ 共働きが増加している中で、片働きを一方的に優遇するなど、個々人の働くことへの選択を歪めることは適当で

はないとの指摘がある。

・ 「パート世帯」においては、配偶者が基礎控除の適用を受けるとともに納税者本人も配偶者控除の適用を受けて

いる（いわゆる「二重の控除」が行われている）ため、「片働き世帯」や「共働き世帯」よりも控除額の合計額が

多く、アンバランスが生じているとの指摘がある。

・ 配偶者の収入が103 万円を超えると納税者本人が配偶者控除を受けられなくなることが配偶者の就労を抑制する

「壁」になっているとの指摘がある（いわゆる103 万円の壁）。これについては、配偶者の所得の大きさに応じて

控除額を段階的に減少させる配偶者特別控除の導入により、配偶者の収入が103 万円を超えても世帯の手取りが逆

転しない仕組みとなっており、税制上の103 万円の壁は解消している。他方で、「103 万円」が、心理的な壁とし

て作用しているのではないか、また、企業の配偶者手当の支給基準として援用されている、との指摘がなされてい

る。

配偶者控除に関する問題点の指摘
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注 内閣府「第19回税制調査会」（令和２年10月18日）財務省説明資料

働き方の選択に対して中立的な税制の構築にあたっての選択肢と論点
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政府税制調査会（令和２年10月18日）財務省説明資料


